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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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○経常収支比率
　義務的経費が歳出の約半分を占めるなど類似団体平均を5.0ポイント上回る89.9％となり財政構造の弾力性が失われつつある。平成20年度は職員
及び特別職の各種手当削減と併せ事務事業見直しによる歳出削減に努めた結果、平成19年度と比較し4.3ポイント改善した。地方税及び地方交付税
等の経常一般財源は増加したものの、なおも経常的に収入される一般財源を経常的な支出でほぼ使い切る状態にあり、今後も効率的かつ効果的な
行政運営を行う。

○人件費
　平成17年度に策定した伊根町行政改革プランにおける定員管理（５年間で７人の職員数純減）や特別職及び一般職の期末手当（0.40月分）、住居
手当、通勤手当等の削減を実施したが、決算規模で比較し職員が多いことから、類似団体平均と比べ2.4ポイント高い26.8％となっている。今後は職
員の年齢構成にも留意しつつ新規採用者数の動向を踏まえながらより適切な定員管理に努める。

○物件費
　施設管理費等の削減に取り組んだが依然として類似団体平均と比べ0.9ポイント高い12.3％となっている。今後も事業の見直し等を図り更なる経費
削減に努める。

○扶助費
　類似団体平均と比べ0.2ポイント低い水準にあるが、義務的経費が歳出の半分を占めるなど財政構造の弾力性が失われつつあるため、今後とも事
務事業見直し等経費削減に努める。

○補助費等
　事務事業見直しと併せ同級他団体間における負担金割合の見直し等を図り、類似団体平均と比べ3.2ポイント低い水準にある。今後も引き続き各種
団体への負担金率見直し等により経費削減に努める。

○公債費
　類似団体平均を1.1ポイント上回る26.9％となっている。今後、新規町債の発行にあたっては、当年度元金償還額を発行額が上回らないことを基準と
し、歳出総額に占める公債費負担の長期的な動向に配慮しながら公債費の総額抑制に努める。

○その他
　簡易水道特別会計、下水道事業特別会計における公債費財源等の繰出金等により、その他に係る経常収支比率は類似団体平均を4.0ポイント上
回っている。今後、公営企業会計においては独立採算の原則のもと繰出基準に基づく繰出しを基本とし、普通会計の負担軽減に努める。

○普通建設事業費
　人口一人当たり決算額は庁舎建設等を実施した平成16年度を除き類似団体平均を下回っている。今後は、普通建設事業の実施に伴う新規町債発
行による将来負担等も考慮しながら、真に必要な事業の実施に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 467,230 177,789 175,135 1.5
賃金（物件費） 7,982 3,037 11,907 ▲ 74.5
一部事務組合負担金（補助費等） 59,380 22,595 26,822 ▲ 15.8
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,472 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 16,594 6,314 8,591 ▲ 26.5
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 10,859 4,132 4,075 1.4
▲退職金 ▲ 36,995 ▲ 14,077 ▲ 17,611 ▲ 20.1
合計 525,050 199,791 211,391 ▲ 5.5

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 21.69 19.35 2.34
ラスパイレス指数 91.3 93.1 ▲ 1.8

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

433,565 164,979 169,861 ▲ 2.9

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 94,989 36,145 30,706 17.7
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

3,009 1,145 8,780 ▲ 87.0

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 5,466 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 85 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 366,791 ▲ 139,570 ▲ 140,759 ▲ 0.8

合計 164,772 62,699 74,139 ▲ 15.4
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,583,754 534,150 135.7 246,714 ▲ 25.3 161.0

うち単独分 1,335,737 450,502 264.1 136,358 ▲ 13.5 277.6

380,698 133,625 ▲ 75.0 172,020 ▲ 30.3 ▲ 44.7

うち単独分 215,231 75,546 ▲ 83.2 77,280 ▲ 43.3 ▲ 39.9

306,863 110,981 ▲ 16.9 155,309 ▲ 9.7 ▲ 7.2

うち単独分 85,650 30,976 ▲ 59.0 69,293 ▲ 10.3 ▲ 48.7

302,596 112,993 1.8 161,387 3.9 ▲ 2.1

うち単独分 143,530 53,596 73.0 66,794 ▲ 3.6 76.6

328,192 124,883 10.5 176,539 9.4 1.1

うち単独分 98,153 37,349 ▲ 30.3 75,430 12.9 ▲ 43.2

過去５年間平均 580,421 203,326 11.2 182,394 ▲ 10.4 21.6

うち単独分 375,660 129,594 32.9 85,031 ▲ 11.6 44.5
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